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１．はじめに

本研究は，日本企業の研究開発，製品開発から
市場における製品のパフォーマンスに至る総合的
なデータを蓄積し，その変化の動向を把握するこ
とを目的としている。このため，2006年度から，
企業向けのアンケート調査を開始した。
2006年度は R&D，製品開発，ブランドから市

場での成果までを含む「イノベーションと製品開
発についての調査」，および海外での展開に注目
した「グローバルな R&Dとマーケティングにつ
いての調査」の 2 種類の調査を行った。また，
2007年度は，「製品開発についての調査」と「研
究開発についての調査」を行った。このうち，本
稿では「研究開発についての調査」の単純集計を
報告する。同時に行った「製品開発についての調
査」の単純集計結果は，紀ら（2008）を参照され
たい 

1
。
）

1） 昨年度の調査については慶應義塾大学大学院
高度化研究資金から助成を頂いた。それぞれの

２．調査の概要

1） 調査方法
本研究では昨年（2006年）度より，調査を開始

した。しかし，回答率が 3％程度という課題があ
った。回収率が低い理由を検討し，2007年度は次
のような改善を行った。まず，調査票，調査項目
については，多分野に渡っているために，一人で
は回答できない企業が多いことが推測された。こ
のため，「研究開発についての調査」と「製品開
発についての調査」に 2分することとした。また，
全体的に項目数が多かったため，項目も絞り込ん

単純集計は張也ら（2007），張育菱ら（2007）
を参照のこと。この他，濱岡（2006，2007），
Hamaoka （2007, 2008）などにまとめた。さらに，
2007年度調査の結果については，本稿および紀
ら（2008）にまとめた。これらは，いずれも濱
岡研究室のホームページから閲覧可能である。

http://news.fbc.keio.ac.jp/~hamaoka/cgi-
bin/fswiki/wiki.cgi?page=InnovationSurvey

2008年10月14日掲載承認

研究開発に関する調査2007
―単純集計結果―

資 料

李 佳 欣 濱 岡 豊

三田商学研究
第51巻第 5号
2008 年 12 月

〈要 約〉
筆者らは2006年度より日本企業を対象に，研究開発や製品開発についての調査を行っている。
本稿では，2007年度に行った「研究開発についての調査」の単純集計を紹介する。なお，同時に
行った製品開発についての調査の単純集計の結果は，紀ら（2008）を参照されたい。
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調査企業，対象者についても，2006年度調査で
は，上場製造業，情報通信業としたが，研究開発，
製品開発の担当部署の長の名簿を入手した。つま
り，上場製造業について，ダイヤモンド社会社職
員録より，研究開発担当部署（研究所などを含む）
がある企業を抽出し，その部署の部長以上の役職
者を抽出した。なお，一つの企業に複数の研究関
連部署がある場合には，それらの中から 1名をラ
ンダムに選んだ。この条件を満たした企業数は
450（名）社であり，2007年11月にこの450名にア
ンケート調査票を送付した。122名からの回答が
得られ，回答率は27.1％となった。昨年度の 3 ％
という回答率と比べると大きく向上した。

2） 調査項目
本調査は以下の項目から成る。
･自社についての設問 

2） 調査方法の改善についての詳細は紀ら（2008）
を参照されたい。

Q1　業種
Q17‒ Q18　企業全体としての他社と比べた
強みおよび組織文化など

･企業をとりまく環境についての設問
Q3　製品や市場の特徴
Q4　ユーザー企業，消費者の特徴
･ Q2，Q5‒ Q10　研究開発の現状
･ Q11‒ Q13　研究開発における外部連携，オ
ープン･イノベーション
･ Q14‒ Q16　海外における R&D

3） 回答企業の概要（図 1）
以下では，前年度との比較が可能な項目につい

ては，併せてグラフにまとめ，それぞれ，下記の
略号で示した。なお，特に凡例を示していないも
のは2007年「研究開発に関する調査」の結果であ
る。ただし，前述の通り，2006年と比べると2007
年は，調査対象企業，対象者が異なるため，直接
的な比較は困難であることに留意する必要がある。
・2006年「イノベーションと製品開発について

三 田 商 学 研 究

図 1　回答企業の業種（N＝122）
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の調査」（06Innov）［張育菱ら（2007）参照］
・2006年「グローバルな R&Dとマーケティン
グについての調査」（06Global）［張也ら
（2007a）参照］
・2007年「製品開発に関する調査」（07NPD）［紀
ら（2008）参照］
・2007年「研究開発に関する調査」（07RD）
回答企業の業種については，「食品」「化学工業」

「石油」「電気機械」「機械」などが多くなっている。
全体的に2006年のデータと似た傾向を示している
が，調査手法の影響もあり，製造業が多くなって
いる。

３．単純集計の結果

以下ではこれらの回答について単純集計の結果
を紹介する。

1） 企業全体としての他社と比べた強み，組織文
化など

（1） 自社の強み（図 2）
自社の強みに関しては，ほとんどの項目の評価

は 5段階評価の中立点である 3を超えている。も
っとも高く評価されているのは「他社にはない革
新的な技術を持っている」「他社と比べて製品の
品質，機能は高い」であった。それに対して，得
点が低い項目は「他社と比べて特許の数が多い」
「他社と比べてシェアは高い」などが挙げられる。
製品開発についての調査の結果（07NPD）もほ
ぼ同様のパターンとなっている。

（2） 組織文化（図 3）
自社の組織文化に関する質問項目において，最

も評価が高いのは，「社員のスキルを長期的に育
成している」「貴社は社会からも尊敬されている」
「貴社の技術，研究開発能力は学会などからも高
く評価されている」であった。一方，「トップが
変わっても変わらない経営や行動の原則がある」
への評価が低くなっている。
2006年のアンケート（06Innov）2007年の製品

開発に関するアンケート（07NPD）においても，

研究開発に関する調査2007
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注） 数字は2007年の研究開発についての調査での平均値（07RD）。以下のグラフも同様。

図 2　自社の強み（N＝122）
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まったく同じ項目を設定したが，他の 2つと比べ
ると本調査の回答は全般的に低くなっている。こ
れは，研究開発と新製品開発の担当者の間に認識
の違いがあることを示している。

2） 企業をとりまく環境についての設問
（1） 製品や市場の特徴（図 4）
製品の特徴については，「部品や素材だけでなく，

生産などのノウハウが重要である」が高くなって
おり，プロセスが重要な企業が多いことがわかる。
また，「売上や利益を確保するには新製品の投入
が必要である」「強力な競争相手がいる」も高く
なっており，新製品を連続して投入することによ
って差別化を図ろうとしていることが窺われる。

Chesbrough （2003）は，研究者の移動や技術
変化が激しくなる一方で，大学，ベンチャー企業，
ベンチャーキャピタルなど，利用可能な外部資源
が豊富になってきた現在，自社の内部で基礎研究
から積み上げるのではなく，自社の外部の知識を
利用する「オープン･イノベーション」が有効で
あると指摘している。しかし，ここでの回答をみ

ると，「研究者，技術者の移動が激しい」「技術的
に優れたベンチャー企業が多い」「ベンチャーキ
ャピタルを活用しやすい」「その分野をリードし
ている大学がある」など，いずれも低くなってお
り，オープン･イノベーションの環境は米国ほど
は整っていないことがわかる。

（2） ユーザー企業，消費者の特徴（図 5）
von Hippel （1988）は産業財，科学計測機器に

おけるイノベーションの源泉を調査し，ユーザー
企業がイノベーションの源泉となることがあるこ
とを示した。その後，von Hippel （2005）では，
ソフトウエアやスポーツ用品などの領域でもユー
ザーがイノベーションの源泉となることを示して
いる。
これを踏まえて，ユーザーについての項目も設

定した。「様々なニーズをもった消費者，ユーザ
ーがいる」の他，「優れた知識を持つユーザーが
多い」「少数だが，先進的なニーズをもつユーザ
ーがいる」の平均値が高くなっており，多様なユ
ーザーの中に，優秀なユーザーが存在することが

三 田 商 学 研 究
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図 3　自社の組織文化（N＝122）
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分かる。しかし，「ユーザーからの新しい製品に
ついての提案が多い」「ユーザーが実際に新しい
製品を実現することがある」とも中立点である 3
以下となっており，ユーザーによるイノベーショ
ンはさほど生じていないことがわかる。
ユーザー･イノベーションを促進するためにツ
ールキットを提供することが重要であると指摘さ
れているが［von Hippel and Katz （2002）］，「ユー
ザーがカスタマイズすることが容易な製品であ
る」「ユーザーが開発したり，カスタマイズする
ための情報やツールは簡単に入手できる」は共に
平均値が低くなっており，ツールの提供はあまり
行われていないことがわかる。これは先に見たよ
うに，生産プロセスが重要な企業が多いことにも
よると考えられる。

3） 研究開発の現状
（1） 研究開発の特徴（図 6）
ここでは研究開発の方向性を明確にするために，
一対の言葉を対置させて回答してもらった。例え
ば，もっとも平均値が高いのは，「自社でコアと
なる技術を開発する」と「他社の技術，部品，素
材を調達，組み合わせる」までを 5段階で回答し
てもらったものである。これの平均値が高いとい
うことは，前者，つまり自社でのコア技術に注力
する企業が多いことを意味している。この他，「一
つのコア技術を複数の製品，市場に展開―一つの
コア技術を一つの製品，市場に導入」は高いもの
の，「複数の製品で共通に使えるプラットフォー
ムを開発―製品毎の開発を行う」は低くなってい
ることから，自社で開発したコア技術を個別の製
品毎に展開していることが窺われる。延岡（1996）
は自動車業界について，共通のプラットフォーム
＝車台が新製品の機能を特徴づけることを指摘し，
それをマネジメントする能力の重要性を指摘して
いるが，本調査の回答業種ではプラットフォーム
への展開は困難なようである。

Clark and Fujimoto （1991）は日米欧の自動車
の製品開発プロジェクトを比較し，日本企業では，
複数の部署からなるチームが，製品開発やマーケ
ティング計画，生産計画などを同時並行させ，早
い段階から各種の問題を解決する特徴があること
を指摘している。ここでの回答も，「研究開発の

段階から生産，マーケティングなども視野に入れ
る―研究開発の段階と生産，マーケティングなど
の段階は分離」が高くなっており，早い段階から
後の段階までが考慮される傾向にあることがわか
る。それが可能となるのは，各部門の交流や情報
共有が前提となるが，「社内の異なる研究領域の
共同研究に積極的―社内の異なる研究領域ごとに
研究開発が行われる」の評価は低くなっており，
研究開発に限定すると，異なるテーマ間での交流
があまり行われていないことがわかる。
前述のオープン･イノベーションは，外部の知

識を取り入れるだけでなく，自社の技術を外部に
提供することも重視している 

3
。
）
しかし，「特許を

取得することに積極的である―特許による情報公
開は行わず技術のブラックボックス化」は高い一
方，「特許などによるライセンス収入を重視―特
許は防御やクロスライセンス重視」は低くなって
おり，外部に自社の技術を提供するという out-

boundなオープン･イノベーションはまだまだ行
われていないことがわかる。また，「研究開発は
個人の能力などに大きく依存―研究開発は組織の
能力に大きく依存」「技術の動向の見極め，目利
きは特定の個人に依存―技術の動向の見極めのた
めに組織的に対応」ともに， 3を超えており，研
究開発の実施や技術の評価は個人に依存する部分
が大きいことがわかる。

 

（2） 年間の開発件数及び成功の件数（図 7）
年間の研究開発テーマを回答してもらった。平

均60.1件が行われているが，製品化したのはわず
か9.1件，市場で成功したのはさらに少ない2.6件
であった。研究開発を製品へと結びつけ，市場で
成功させることの困難さがわかる。

（3） タイプ別の研究開発（図 8）
研究開発について，総務省「科学技術研究調査」

では，基礎研究，応用研究，開発研究に大別して

3） Chesbrough （2006）は，オープン･イノベー
ションを次のように定義している。
“Open Innovation is the use of purposive 

infl ows and outfl ows of knowledge to accelerate 
internal innovation, and extend external use of 
innovation, respectively.”

研究開発に関する調査2007
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図 4 製品，市場の特徴（N＝122）
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図 5 ユーザー企業，消費者の特徴（N＝122）

4.0
3.9

2.9

3.7 3.6

2.5

3.1

2.3

3.0

2.6
2.5

3.5

3.0

2.5

2.0

平
均
値
（
5
段
階
尺
度
）

3.4

様
々
な
ニ
ー
ズ
を
も
っ
た
消
費
者
，

ユ
ー
ザ
ー
が
い
る
。

消
費
者
の
好
み
の
変
化
が
激
し
い
。

優
れ
た
知
識
を
持
つ
ユ
ー
ザ
ー
が
多
い
。

優
れ
た
技
術
を
も
つ
ユ
ー
ザ
ー
が
多
い
。

少
数
だ
が
，極
め
て
先
進
的
な
ニ
ー
ズ
を
も
つ

ユ
ー
ザ
ー
が
い
る
。

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
上
で
の
ユ
ー
ザ
ー
間
で
の

交
流
が
活
発
で
あ
る
。

対
面
で
の
ユ
ー
ザ
ー
間
で
の
交
流
が

活
発
で
あ
る
。

ユ
ー
ザ
ー
が
カ
ス
タ
マ
イ
ズ
す
る
こ
と
が

容
易
な
製
品
で
あ
る
。

ユ
ー
ザ
ー
が
開
発
し
た
り
，カ
ス
タ
マ
イ
ズ
す
る

た
め
の
情
報
や
ツ
ー
ル
は
簡
単
に
入
手
で
き
る
。

ユ
ー
ザ
ー
か
ら
の
新
し
い
製
品
に

つ
い
て
の
提
案
が
多
い
。

ユ
ー
ザ
ー
が
実
際
に
新
し
い
製
品
を
実
現

す
る
こ
と
が
あ
る
。

06Innov 07NPD 07RD



105研究開発に関する調査2007

図 6 研究開発の特徴（N＝122）
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注） 一対のキーワードについて 5段階で評価した結果。
各ペアのはじめのキーワードが 5，2つめのキーワードが 1である。

図 7　一年間の開発件数及び成功の件数
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研究費を回答させている 
4
。
）
このうち，開発研究に

ついては，生産プロセス（工程）についての研究
も含まれているが，Utterback （1994）が示した
ように，product innovationと process innovation

は異なる段階で生じることが示されている。よっ
て，本研究では，開発研究については設計および

4） 総務省「科学技術研究調査」による定義は以
下の通り（総務省統計局ホームページ　http://
www.stat.go.jp/data/kagaku/2007/index.htm）。
・基礎研究
特別な応用，用途を直接に考慮することな

く，仮説や理論を形成するため，又は現象や
観察可能な事実に関して新しい知識を得るた
めに行われる理論的又は実験的研究をいう。

・応用研究
基礎研究によって発見された知識を利用し

て，特定の目標を定めて実用化の可能性を確
かめる研究や，既に実用化されている方法に
関して，新たな応用方法を探索する研究をい
う。

・開発研究
基礎研究，応用研究及び実際の経験から得

た知識の利用であり，新しい材料，装置，製
品，システム，工程等の導入又は既存のこれ
らのものの改良をねらいとする研究をいう。

新製品開発に関するものとし，生産技術の研究開
発を別項目とした。これら， 4種類別の実施状況
（自社や外部でどれくらい行っているのか）を回
答してもらった。
基礎研究は「外部との連携（58％）」，応用研究
は「各部署（52％）」で行う他，「外部と連携」し
て行っている割合も40％程度ある。製品開発／設
計，生産技術に関しては， 7割近くの企業が各部
署で行っている。このように，基礎研究は外部に
任せ，生産などは内部の各部署で担当しているこ
とがわかる。

（4） 研究開発費用，人数，研究拠点，重要テー
マおよび成功率の 5年前との比較（図 9）

5年前と比べて自社の研究開発がどのように変
化したかを回答してもらった（ 5：大幅に増加～
3：変わらない～ 1：大きく減少）。社内，外部
の研究開発費，開発要員，重要テーマいずれも 3
よりも高くなっており，R&Dに注力しているこ
とがわかる。これに伴ってか，技術面での成功，
製品化についても割合が高くなったと回答してい
る企業が多くなっている。

三 田 商 学 研 究

図 8 タイプ別の研究開発（N＝122）
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（5） 研究開発に関する社内制度（図10）
「社内での技術交流会」「研究開発，技術戦略の
策定」といった企業レベルでの取り組みの他，「売
上などに連動した職務発明への報酬制度」も 7割 

以上が導入している。一方，「社内での起業制度」

「リサーチフェロー」「研究者の年俸制」といった
項目への回答は低くなっている。
オープン・イノベーションに関しては，外部の

技術を評価し取り入れることが重要だが，「外部
技術の評価の部署」の導入割合が低くなっている

研究開発に関する調査2007

図 9　研究開発費用，人数，研究拠点，重要テーマおよび成功率の 5年前との比較（N＝122）
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図10　研究開発に関する社内制度（N＝122）
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他，「プロジェクトの定量的評価」を行っている
割合も低い。上述のように外部との連携は進んで
いるものの，対応のための公式な体制は整ってい
ないようである。

（6） 研究開発に関する社内システム（図11）
研究開発のプロセス，組織，評価などについて
5 段階で回答してもらった。「研究者，技術者が
製品化まで視野に入れて研究を進めている」「研
究者，技術者が営業担当者や顧客と会うことがあ
る」の平均値が高いが，これは，研究開発の特徴
（図 6）で，「研究開発の段階から生産，マーケテ

ィングなども視野に入れる」が高くなっていたこ
とと一致する。ただし，「研究開発とマーケティ
ングの両方に通じている者が多い」の平均値が低
いことから，そのような人材が不足していること
がわかる。
「研究開発の各段階で進捗状況をチェックして
いる」「成果を評価し，テーマやプロジェクトの
打ち切りも行う」の評価は高いものの，前問で「プ
ロジェクトの定量的評価」の導入割合は低くなっ
ていた。評価は行うが定量的な評価が困難である
ことがわかる。評価については「研究開発の成果
を論文の数など学術的見地から評価している」は

三 田 商 学 研 究

図11　研究開発に関する社内システム（N＝122）
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低く，「研究開発の成果を経済的な成果という見
地から評価している。」は高くなっている。企業
では，アカデミックな貢献よりは経済的な貢献を
求めていることがわかる。

4）研究開発における外部連携
（1） 研究開発における外部連携Ⅰ（図12）
外部と研究開発を行う相手は「国内の大学（90.1
％）」「国公立の研究機関（64.5％）」に続いて「顧
客（39.7％）」の割合が高くなっている。「特許，
ライセンスなどを購入する」「技術を持った企業
をM&Aする」も一定の割合の企業が行っている
ことがわかる。

（2） 研究開発における外部連携Ⅱ（図13）
研究開発について，外部連携に関する項目を中
心に回答してもらった。外部の知識を取り入れた
り，提供するためには，社内にそれを行う制度が
必要だが，「外部の技術の動向を積極的にスキャ
ンしている。」ものの，「他の企業からの技術的な
提案を受け入れる制度」「外部に自社の技術を積
極的に提供する制度」の導入は遅れていることが

わかる。
Katz and Allen （1982）は ,安定した R&D技術

者は ,専門外の者が重要な貢献をしても無視しが
ちであることを Not Invented Here （NIH） シンド
ロームと呼んでいる。これは外部の技術を取り込
む際の障害となるが，「他社の技術には頼らず，
自社の技術にこだわる。」「外部技術の導入による
自社の強みの喪失を危惧している。」とも平均値
はさほど高くはない。
一方，Cohen and Levinthal （1990），Tsai （2001）

が指摘するように ,外部からの技術があったとし
ても ,それを解釈し利用する吸収能力 absorptive 

capacityがなければ ,自社の技術と結びつけるこ
とはできない。「外部の技術をそのまま取り入れ
ることが得意である。」は低いものの「外部の技
術を内部の技術と結びつけることが得意である。」
は比較的高くなっており，自社の吸収能力を評価
していることがわかる。
オープン･イノベーションは外部の技術を導入

する in-boundと，自社の技術を外部に提供する
out-bound の 2 種 類 が あ る［Chesbrough and 

Crowther （2006）］。まず，in-boundについては，「外

研究開発に関する調査2007

図12　研究開発における外部連携Ⅰ（N＝122）
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部技術の導入によって，研究開発のスピードが向
上した」は高いものの「外部の技術を取り入れて
革新的な製品ができるようになった。」「外部の技
術を取り入れた製品が市場でも成功している。」
などの評価は高くはない。
一方，out-boundについては，「自社が他社に
提供した技術によって革新的な製品ができるよう
になった。」「自社が提供した技術を取り入れた他
社の製品が市場でも成功している。」「自社の特許
などのライセンス収入が増加した。」は，いずれ
も 3以下となっており，自社技術の外部への提供
が遅れていることが読み取れる。

（3） 研究開発における外部連携Ⅲ（図14）
Q13では，外部への自社の技術の提供，逆に外
部からの獲得のための仕組みの導入について回答
してもらった。
「研究者や技術者による顧客への対応（67.8％）」

「大学や研究機関への研究員の派遣（62.7％）」「自
社技術の学会報告（57.6％）」をはじめとして，
人的な交流については多くの企業が行っているこ
とが分かる。
しかし，「外部の技術を探索するための部署 /

人員（31.4％）」と低く，「提供するため（11.0％）」
は，さらに低くなっている。また，近年，「特許
流通業者」が活動を行っているが，その利用は外
部技術の探索，自社技術の提供ともに利用割合は
低くなっている。これからみても，外部に自社の
技術を提供するビジネスモデルが確立している企
業はまだ少ないと言えるであろう。

5） 海外におけるＲ＆Ｄ
海外に進出しているか否かを回答してもらった

ところ，進出しているのは36社（29.5％）であった。
以下では，この36社に海外における研究開発につ
いて回答してもらった。

三 田 商 学 研 究

図13　研究開発における外部連携Ⅱ（N＝122）
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（1） 海外進出の現状（図15）
海外に事業を展開する企業は，主に中国，東南
アジア，米国，その他西欧を中心として展開して
いることがわかる。これは，「2006年のグローバ
ルな R&Dとマーケティングについての調査
（06Global）」と類似した傾向である。

（2） 海外での研究目的（図16）
海外での研究の目的としては，「自社製品の現
地市場への適合」「研究，技術情報の収集」「市場
情報の収集」および「現地での新製品開発」が比
較的高くなっている。「現地の技術の日本への移
転」は研究レベルでは行われていないようである。

（3） 海外における研究開発拠点の実態（図17）
海外の研究開発拠点に関して，国内外の研究拠
点との分担･連携，マネジメント，現地での諸機
能･機関との交流，拠点間での情報共有と情報交換，
成果に関する項目を設定した。
海外拠点間では，「本社が強みをもった領域」

について重複がないように分担されていることが
わかる。マネジメントについては，研究員レベル

は現地採用されているが，トップマネジメントに
ついては現地では採用されていない。また，研究
のマネジメントについては画一的に行われている
ようである。
現地では自社のマーケティング機能や優秀なユ

ーザーとの交流については高く評価されている。
これは海外進出の目的として，自社製品の現地適
合が高かったことを反映している。また，拠点間
での情報共有，日本から海外への情報提供などに
ついても評価が高い。ただし，各拠点での「特許」
「独自技術」など具体的な成果についての評価は
高いとはいえない。
06年で評価が高かった「拠点間で知識や情報が

共有されている」，「必要な情報やノウハウを支援
しあう仕組みがある」については，07年の RDア
ンケートでは評価が低くなっている。全体的に06
年より評価が低い結果が見受けられるが，サンプ
ル数や業種の違いによる可能性も十分あり得るで
あろう。

（4） 海外における研究開発の成果（図18）
成果について，スピード，技術移転，各拠点レ

研究開発に関する調査2007

図14　研究開発における外部連携Ⅲ（N＝122）
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ベルでの成果，拠点と日本との相乗効果，知識の
蓄積についての項目を設定した。技術移転につい
ての評価は高くはないが，それ以外についての評
価は高くなっている。特に，「生産能力の向上」

および「トップクラスのユーザーとの交流」「ト
ップクラスの企業との交流」についての評価が高
い。全体的に06年のグローバルな R&Dとマーケ
ティングについての調査に比べ評価が低くなって

三 田 商 学 研 究

図15　事業の展開先（N＝36）
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図17　海外における研究開発拠点の実態（N＝36）
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図18　海外における研究開発の成果（N＝36）
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いるが，調査対象者の違いによる可能性もある。

４．まとめおよび今後の分析について

ここにまとめたものは，単純集計の結果であり，
今後，詳細な分析を行うが，以下の点を指摘して
おく。

・回答企業や業界の概要
回答企業には，プロセスが重要な企業が多く
なっている。R&D担当者も新製品を連続して
投入することの重要性を認識している。オープ
ン･イノベーションの環境については，大学，
ベンチャー企業などの評価が低くなっている。
一方優秀なユーザーなど，ユーザーへの評価は
高いものの，ユーザーイノベーションの発生割
合は低い。

・R&D―製品への展開について
自社で開発したコア技術を個別の製品毎に展
開していることが窺われる。例えば延岡 （1996）
は自動車業界について，共通のプラットフォー
ム＝車台が新製品の機能を特徴づけることを指
摘し，それをマネジメントする能力の重要性を
指摘しているが，本調査の回答業種ではプラッ
トフォームへの展開は困難となっている。

・R&Dの変化動向について
5 年前と比べた変化を回答してもらったが，

国内外の拠点数は横ばいながら，人数，予算は
増加傾向にあることが読み取れる。中でも，重
点的なテーマの数が増えていることがわかる。

・外部連携，イノベーションのオープン化につ
いて
近年，Chesbrough （2003）により，オープン・
イノベーションという概念が提案されたが，日
本企業の場合，国内の大学を始め外部との連携
は進んでいるようにみえる。ただし，「他の企
業からの技術的な提案を受け入れる制度」「外
部に自社の技術を積極的に提供する制度」のよ
うな公式な制度とはなっていないようである。
このため，外部の技術を取り入れる in-bound，

自社の資源を外部に提供する out-bound の評価
は共に高くはない。連携はしているものの非公
式な体制となり，外部に提供する体制も不足し
ていることが窺える。

・グローバル R&D

今回の回答者のうち，海外で研究開発を行っ
ているのは，29.5％であった。研究の目的につ
いても，現地適応のためが多い。また，成果に
ついては，現地のトップクラスのユーザー，企
業との交流については評価が高いものの技術移
転など具体的な成果への評価はさほど高くはな
い。現地での本格的な R&Dはまだ途上である
ことがわかる。

・調査年による差異について
調査方法に述べたように，2006年度と2007年

度は調査対象者，調査票などを変更した。2006
年度の調査と比べると，全体的に平均値は低く
なっているという傾向はあるが，各項目間の平
均値の高低は昨年度と大きな差はない。
ただし，2007年度製品開発調査と共通とした

自社の強み，組織文化について，R&D担当者
の方が評価が低くなっている。このことは，同
じ企業でも部署が異なると自社への評価が異な
ることを意味している。これについては，二つ
の調査にともに回答した企業について注目した
分析を行うことによって，例えば異なる部門で
も自社への評価が同じ企業ほど社内的なコミュ
ニケーションやビジョンなどを共有しており，
成果が高い，といった仮説を検証できるだろう。
また，今回は平均値をみたが，個票レベルで
2年度分のデータをプールし，年度ダミーなど
の効果の有無の検証などによって，調査票の変
化に伴う回答の変化の有無を検証できると考え
る。

本調査については，2007年度‒2010年度について，
科学研究費基盤研究（C）の交付が決定している。
さらに来年度以降も継続することにより，時系列
での変化を把握する予定である。

三 田 商 学 研 究
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